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議案第５号 

令和４年度 住田町簡易水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度住田町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水件数      1,610 件 

（２）年間総給水     400,000 ㎥ 

（３）一日平均給水量      1,095 ㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   世田米簡水増圧ポンプ実施設計業務    

   合地沢浄水場テレスコープ№２更新工事   

                   15,838 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 水道事業収益      146,497 千円 

 第１項 営業収益    76,246千円 

 第２項 営業外収益    70,249千円 

第３項 特別利益       2千円 

支   出 

第１款 水道事業費用      143,082 千円 

 第１項 営業費用      129,231 千円 

 第２項 営業外費用    13,651千円 

 第３項 特別損失         200 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する 18,479 千円は当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,439 千円、過年度分損益勘定留保資金 17,040千円で補てんするものとする。）。 

収   入 

第１款 資本的収入      78,035 千円 

 第１項 他会計出資金    78,035 千円 

支   出 

第１款 資本的支出     96,514 千円 

 第１項 建設改良費     15,838 千円 

 第２項 企業債償還金      80,676 千円 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、20,000 千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）営業費用と営業外費用 

（２）営業費用と特別損失 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費  7,809 千円 

 （他会計からの補助金） 

第８条 簡易水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、18,811 千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、609 千円と定める。 

 

   令和４年３月２日提出  

                                        住田町長 神 田 謙 一 
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収　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）
予定額 

1 水道事業収益 146,497
1 営業収益 76,246

1 給水収益 72,832
2 受託工事収益 2,930
3 その他営業収益 484

2 営業外収益 70,249
1 受取利息及び配当金 1
2 他会計補助金 18,811
3 長期前受金戻入 51,426
4 消費税及び地方消費税 10

還付金
5 雑収益 1

3 特別利益 2
1 過年度損益修正益 1
2 その他特別利益 1

予定額 
1 水道事業費用 143,082

1 営業費用 129,231

1 原水費及び浄水費 13,122
2 配水費及び給水費 12,160
3 受託工事費 2,931
4 総係費 15,515
5 減価償却費 85,126
6 資産減耗費 377

2 営業外費用 13,651
1 支払利息及び企業債取 11,405

扱諸費
2 消費税及び地方消費税 2,246

3 特別損失 200
1 その他特別損失 200

令和4年度 住田町簡易水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備考

支　出
款 項 目 備考
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収　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）
予定額 

1 資本的収入 78,035
1 他会計出資金 78,035

1 他会計出資金 78,035

予定額
1 資本的支出 96,514

1 建設改良費 15,838
1 原水費及び浄水費 15,838

2 企業債償還金 80,676
1 企業債元金償還金 80,676

資本的収入及び支出

款 項 目 備考

支　出
款 項 目 備考



（単位：円）

1,407,000
85,126,000
△ 86,000

25,000
△ 51,426,000

△ 1,000
11,405,000

377,000
59,000

1,617,000
△ 40,000

48,463,000
1,000

△ 11,405,000
37,059,000

△ 14,399,000
△ 14,399,000

△ 75,396,000
△ 5,280,000
78,035,000

△ 2,641,000

20,019,000
328,311,512
348,330,512

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金の増加額
資金の期首残高
資金の期末残高

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　その他の企業債の償還による支出
　他会計からの出資による収入

　固定資産減耗費
　未収金の増減額（△は増加）
　未払金の増減額（△は減少）

令和4年度　住田町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

I　業務活動によるキャッシュ・フロー
　当年度純利益
　減価償却費

　長期前受金戻入額

　賞与引当金の増減額（△は減少）
　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　受取利息及び配当金
　支払利息及び企業債取扱諸費

　たな卸資産の増減額（△は増加）
　小計
　受取利息及び配当金
　支払利息及び企業債取扱諸費

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出

-  5  -
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（単位：千円）

報　　　　酬
（千円）

給　　　　料
（千円）

手　　　　当
（千円）

計
（千円）

137 3,167 2,886 6,190 1,619 7,809

3,844 3,724 7,568 1,397 8,965

137 △ 677 △ 838 △ 1,378 222 △ 1,156

※職員数欄（）内は、短時間勤務職員について外書き。

区 分 通 勤 手 当 時間外勤務手当 休 日 勤 務 手 当 日 直 手 当 管 理 職 手 当 管理職特別勤務手当

本 年 度 84 301 16

前 年 度 279 212 20

比 較 △ 195 89 △ 4

区 分 寒 冷 地 手 当 単 身 赴 任 手 当 退職手当負担金 児 童 手 当 賞与引当金繰入額 そ の 他

本 年 度 89 571 240 448

前 年 度 89 719 240 534

比 較 △ 148 △ 86

9
（　）

比 較

（　）
1

（　）
1

給　　与　　費　　明　　細　　書　

特別職
（人）

職員数
区 分

合　　　計
（千円）

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
法定福利費

（千円）

１　総　括

本 年 度

前 年 度

手
当
等
の
内
訳

扶 養 手 当 住 居 手 当

9

一般職
（人）

240

240 324

△ 324

手
当
等
の
内
訳

期 末 手 当 勤 勉 手 当

486 411

618 449

△ 132 △ 38



区　　　分

△677千円

△838千円

３　給料及び職員手当の状況

⑴　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（ 歳 ）

（円）

（円）

（ 歳 ）

⑵　初任給

　高　　校　　卒　

大　　学　　卒

平 均 給 料 月 額

職 員 手 当

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 838

△ 838

325,652

41.3

384,100

36.3

平 均 給 与 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

説　　　　　　　　　　　明

平 均 給 料 月 額

増　　減　　額 備　　　　　　　　　　考

そ の 他 の 増 減 分

（１）職員異動
その他

区　　　　　　　　　　　　　　　分

２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

給 料

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

△ 677

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

182,200

区　　　　　分 行　　　　　政　　　　　職

151,900

173,200

平 均 年 齢

その他
（１）職員異動

令和３年１月１日現在

国　　　の　　　制　　　度

行　　　　　政（１）

150,600

△ 677

行　　　　　政　　　　　職

263,900

313,900

令和４年１月１日現在

-　 7　 -
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⑶　級別職員数

級

1

2

3

4

5

6

計

1

2

3

4

5

6

計

（級別の標準的な職務内容）

一般職

100.0

100.01

100.0

100.01

1

1

区 分
一　　　般　　　職

職員数（人） 構成比（％）

主事、技師の職務

区　　　　　分

令和３年１月１日現在

令和４年１月１日現在

1級 2級 5級 6級

主事、技師の職務 係長、主査、主任、主
任技師の職務

課長補佐、副主幹、主
任主査の職務

課長、主幹、課長補佐
の職務

課長、主幹の職務

4級3級



2号級（人）

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

2号級（人）

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

本
　
年
　
度

1

1

1

⑷　昇給

1

合　　　計

100.0

前
　
年
　
度

一　般　職区　　　分

職　　員　　数　　　　（A)　　（人）

昇給に係る職員数　（B)　　（人）

比率　　（B)／（A)　　　　　　（％）

職　　員　　数　　　　（A)　　（人）

昇給に係る職員数　（B)　　（人）

号 給 数 内 訳

号 給 数 内 訳

1

100.0

1

1

1

1

1

100.0

1

1

100.0比率　　（B)／（A)　　　　　　（％）

-　 9　 -



-　 10　 -

⑸　期末手当・勤勉手当

支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率

⑹　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑺　その他手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　　考

有

区　　　分

本 年 度

2.25
（1.175）

2.25
（1.175）

2.150
（1.175）

2.225
（1.175）

2.075
（1.175）

６月　（月分） １２月　（月分）

前 年 度

国 の 制 度

（月分）　

有

最高限度

有

備　　　考
３５年勤続の者

47.71

24.59 33.27 47.71

（月分）　

国 の 制 度

２５年勤続の者

（月分）　
区　　　分

２０年勤続の者

（月分）　

支 給 率 等

24.59 47.7133.27

47.71

住　　居　　手　　当

扶　　養　　手　　当

（支給率等）

区　　　　　　　　　　　　　分

4.30
（2.35）

2.150
（1.175）

4.50
（2.35）

4.30
（2.35）

支給率計　（月分）

その他の加算措置等

国　　　の　　　制　　　度　　　と　　　の　　　異　　　同

同

差　　異　　の　　内　　容

同

通　　勤　　手　　当 異 　交通機関利用の最高限度額の計算方法

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）

定年前早期退職
特例措置（２～４５％加算）



(単位：円)

１．固　定　資　産
　（１）有　形　固　定　資　産
　　　イ．土　　　　　　　　地 13,670,925
　　　ロ．建　　　　　　　　物 87,241,849
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 8,539,551 78,702,298
　　　ハ．構　　 　築 　　　物 1,642,626,687
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 218,704,763 1,423,921,924
　　　ニ．機 械　及 び　装　置 139,952,031
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 34,868,807 105,083,224
　　　ホ．車 両 及 び 運 搬 具 139,936
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 0 139,936
　　　ヘ．工具器具及び備品 699,046
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 70,183 628,863
　　　ト．建 設 仮 勘 定 7,619,000
　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 1,629,766,170
　　　　固　定　資　産　合　計 1,629,766,170
２．流　動　資　産
　（１）現　　 金　　預 　　金 348,330,512
　（２）未　　　　収　　　　金 4,215,902
　　　　貸　 倒　 引 　当　 金 △ 1,038,571 3,177,331
　（３）貯　　　　蔵　　　　品 62,915
　　　　流　動　資　産　合　計 351,570,758
　　　　資 　　産　　合 　　計 1,981,336,928

３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 327,401,217
　　　ロ．その他の企業債 24,830,000
　　　　企　業　債　合　計 352,231,217
　（２）その他固定負債 210,000
　　　　固　定　負　債　合　計 352,441,217

令和4年度 住田町簡易水道事業会計予定貸借対照表
(令和5年3月31日)

資産の部

負債の部
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４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 75,661,237
　　　ロ．その他の企業債 5,280,000
　　　　企　業　債　合　計 80,941,237
　（２）未　　払　　金 7,868,842
　（３）引　　当　　金
　　　イ．賞与引当金 448,000
　　　ロ．法定福利費引当金 130,000
　　　　引　当　金　合　計 578,000
　（４）その他流動負債 858,000
　　　　流　動　負　債　合　計 90,246,079
５．繰　延　収　益
　（１）長　期　前　受　金 1,128,996,504
　　　　長期前受金収益化累計額 △ 154,691,599
　　　　繰　延　収　益　合　計 974,304,905
　　　　負　　 債　　合　　 計 1,416,992,201

６．資　　本　　金 519,684,824
７．剰　　余　　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　　イ．他会計補助金 8,105,903
　　　　資 本 剰 余 金 合 計 8,105,903
　（２）利 益 剰 余 金
　　　イ．当年度未処分利益剰余金 36,554,000
　　　　利 益 剰 余 金 合 計 36,554,000
　　　　剰　余　金　合 計 44,659,903
　　　　資　 本　 合　 計 564,344,727
　　　　負 債 資 本 合 計 1,981,336,928

資本の部



-  13  - 

注 記 

  Ⅰ．重要な会計方針 

   １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法 

   ２ 固定資産の減価償却の方法 

      ⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・ 減価償却の方法   定額法 

・ 主な耐用年数 

  建物        15～50年 

  構築物       10～60年 

  機械及び装置    ８～20年 

  工具、器具及び備品 ３～15年 

      ⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

        ・ 減価償却の方法   定額法 

   ３ 引当金の計上方法 

      ⑴ 退職給付引当金 

        本町は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、追加的費用は、全額一般会

計において措置することとなっているため、退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。 

      ⑵ 賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

      ⑶ 法定福利費引当金 

        職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属す
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る額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

  債権の不能欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

   ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

  Ⅱ．その他 

   １ 予定キャッシュ・フロー計算書 

     間接法により作成している。 

   ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のあるものも含む。）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は 215,657千円である。 

   ３ セグメント情報の開示 

     住田町簡易水道事業を一つのセグメントとして区分している。 



(単位：円)

１　営　業　収　益
　（１）給水収益 71,547,000
　（２）その他営業収益 340,000 71,887,000
２　営　業　費　用
　（１）原水費及び浄水費 8,979,000
　（２）配水費及び給水費 10,127,000
　（３）総係費 12,310,000
　（４）減価償却費 88,486,000
　（５）資産減耗費 1,134,000 121,036,000
　　　　営　 業　利　益 △ 49,149,000
３　営　業　外　収　益
　（１）受取利息及び配当金 2,000
　（２）他会計補助金 45,561,000
　（３）長期前受金戻入 52,542,000 98,105,000
４　営　業　外　費　用
　（１）支払利息及び
　　　　企業債取扱諸費 13,609,000 13,609,000 84,496,000
　　　　経　 常　利　 益 35,347,000
５　特　別　損　失
　（１）その他特別損失 200,000 200,000 △ 200,000
　　　　当年度純利益 35,147,000
　　　　前年度繰越利益剰余金 0
　　　　その他未処分利益剰余金
　　　　変動額 0
　　　　当年度未処分利益剰余金 35,147,000

令和3年度　住田町簡易水道事業会計予定損益計算書
(令和3年4月1日から令和4年3月31日)
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(単位：円)

１．固　定　資　産
　（１）有　形　固　定　資　産
　　　イ．土　　　　　　　　地 13,670,925
　　　ロ．建　　　　　　　　物 87,241,849
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 5,693,551 81,548,298
　　　ハ．構　　 　築 　　　物 1,642,626,687
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 145,870,763 1,496,755,924
　　　ニ．機 械  及  び  装 置 130,749,031
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 25,426,807 105,322,224
　　　ホ．車 両 及 び 運 搬 具 139,936
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 0 139,936
　　　ヘ．工具器具及び備品 699,046
　　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 66,183 632,863
　　　ト．建 設 仮 勘 定 2,800,000
　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 1,700,870,170
　　　　固　定　資　産　合　計 1,700,870,170
２．流　動　資　産
　（１）現　　 金　　預 　　金 328,311,512
　（２）未　　　　収　　　　金 4,274,902
　　　　貸　 倒　 引 　当　 金 △ 1,038,571 3,236,331
　（３）貯　　　　蔵　　　　品 22,915
　　　　流　動　資　産　合　計 331,570,758
　　　　資 　　産　　合 　　計 2,032,440,928

３．固　定　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 403,063,217
　　　ロ．その他の企業債 30,110,000
　　　　企　業　債　合　計 433,173,217
　（２）その他固定負債 210,000
　　　　固　定　負　債　合　計 433,383,217

令和3年度　住田町簡易水道事業会計予定貸借対照表
(令和4年3月31日)

資産の部

負債の部



４．流　動　負　債
　（１）企　　業　　債
　　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　　充てるための企業債 75,395,237
　　　ロ．その他の企業債 5,280,000
　　　　企　業　債　合　計 80,675,237
　（２）未　　払　　金 6,251,842
　（３）引　　当　　金
　　　イ．賞与引当金 534,000
　　　ロ．法定福利費引当金 105,000
　　　　引　当　金　合　計 639,000
　（４）その他流動負債 858,000
　　　　流　動　負　債　合　計 88,424,079
５．繰　延　収　益
　（１）長　期　前　受　金 1,128,996,504
　　　　長期前受金収益化累計額 △ 103,265,599
　　　　繰　延　収　益　合　計 1,025,730,905
　　　　負　　 債　　合　　 計 1,547,538,201

６．資　　本　　金 441,649,824
７．剰　　余　　金
　（１）資 本 剰 余 金
　　　イ．他会計補助金 8,105,903
　　　　資 本 剰 余 金 合 計 8,105,903
　（２）利 益 剰 余 金
　　　イ．当年度未処分利益剰余金 35,147,000
　　　　利 益 剰 余 金 合 計 35,147,000
　　　　剰　余　金　合 計 43,252,903
　　　　資　 本　 合　 計 484,902,727
　　　　負 債 資 本 合 計 2,032,440,928

資本の部
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注 記 

  Ⅰ．重要な会計方針 

      １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による原価法 

   ２ 固定資産の減価償却の方法 

      ⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・ 減価償却の方法   定額法 

・ 主な耐用年数 

  建物        15～50年 

  構築物       10～60年 

  機械及び装置    ８～20年 

  工具、器具及び備品 ３～15年 

      ⑵ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

        ・ 減価償却の方法   定額法 

   ３ 引当金の計上方法 

      ⑴ 退職給付引当金 

        本町は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、追加的費用は、全額一般会

計において措置することとなっているため、退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。 

      ⑵ 賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。 

      ⑶ 法定福利費引当金 

        職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属す
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る額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

  債権の不能欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

   ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

  Ⅱ．その他 

   １ 予定キャッシュ・フロー計算書 

     間接法により作成している。 

   ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のあるものも含む。）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は 255,341千円である。 

   ３ セグメント情報の開示 

     住田町簡易水道事業を一つのセグメントとして区分している。 



 

 

 

 

 

 

Ⅲ．令和４年度 住田町簡易水道事業会計予算に関する説明資料 



収　入

節 金　額
1 水道事業収益 146,497

1 営業収益 76,246
1 給水収益 72,832

1 給水収益 72,832 水道使用料 72,832
2 受託工事収益 2,930

1 受託工事収益 2,930 水道受益者負担金 2,930
3 その他営業収益 484

1 手数料 483 分岐手数料等 330
申込手数料 2
設計審査手数料 5
工事検査手数料 5
指定申請手数料 140
督促手数料 1

2 雑収益 1 雑収益
2 営業外収益 70,249

1 受取利息及び 1
　配当金 1 利子及び配当金 1 預金利息
2 他会計補助金 18,811

1 一般会計繰入金 18,811 一般会計繰入金 18,811
3 長期前受金戻入 51,426

1 国庫補助金戻入 12,633 国庫補助金戻入 12,633
2 県補助金戻入 23,414 県補助金戻入 23,414
3 負担金等戻入 9 負担金等戻入 9
5 その他戻入 15,370 その他戻入 15,370

4 消費税及び地方 10
　消費税還付金 1 消費税及び地方

  消費税還付金
10 消費税及び地方消費税還付金 10

5 雑収益 1
1 その他雑収益 1 その他雑収益

説　　　明

令和4年度 住田町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

　　　明　　　　　細　　　
款 項 目

収益的収入及び支出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

予定額
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3 特別利益 2
1 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益
2 その他特別利益 1

1 その他特別利益 1 その他特別利益

支　出

節 金　額
1 水道事業費用 143,082

1 営業費用 129,231
1 原水費及び浄水
  費

13,122

9  備消耗品費 76 消耗品 76
13 通信運搬費 584 回線使用料 584
14 委託料 109 自家用電気工作物保安委託料
15 手数料 3,162 水質検査、病原菌検査手数料 3,162
17 修繕費 4,125 施設修繕費 4,125
20 動力費 3,161 浄水場電気料 3,161
21 薬品費 1,503 薬品費 1,503
22 材料費 330 砂等原材料費 330
26 保険料 72 建物共済分担金 72

2 配水費及び給水 12,160
  費 13 通信運搬費 55 回線使用料 55

14 委託料 5,191 自家用電気工作物保安委託料
維持管理委託料等
漏水調査委託料
減圧弁保守点検業務委託料

15 手数料 1,096 水道メーター交換料 1,096
1,950 土地借上料 850

重機借上料 1,100
17 修繕費 3,300 修繕費 3,300
19 路面復旧費 550 路面復旧費 550
26 保険料 18 建物共済分担金 18

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

項 目款 予定額
説　　　明

16 使用料及び賃借
   料

　　　明　　　　　細　　　



3 受託工事費 2,931
18 工事請負費 2,931 給水工事費

4 総係費 15,515
　 1  報酬 137 水道審議会委員報酬 137
　 2  給料 3,167 職員給料 3,167

3  手当等 2,438 扶養手当 240
通勤手当 84
時間外勤務手当 301
休日勤務手当 16
児童手当 240
期末手当 486
勤勉手当 411
寒冷地手当 89
退職手当負担金 571

4  法定福利費 1,489 職員共済組合負担金 1,469
災害補償基金負担金 20

7  旅費 183 研修旅費 183
9  備消耗品費 374 消耗品 374
10 燃料費 80 燃料費 80
14 委託料 5,487 公営企業会計システム保守委託料

公営企業会計システム改修業務委託料

上下水道施設管理システム補正業務委託料
消費税申告書作成等業務委託料

水道料金システム改修業務委託料
維持管理委託料等

15 手数料 415 口座振替手数料 178
その他手数料 237

16 使用料及び賃借
   料

966 上下水道料金システム使用料 966

17 修繕費 100 修繕費 100
24 負担金 64 日本水道協会負担金 33

研修会等負担金 11
市町村職員健康福利機構負担金 20

上下水道施設管理システム保守委託料

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

水道施設広域監視装置保守管理委託料
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26 保険料 37 自動車共済分担金 37
31 賞与引当金繰入
   額

448 賞与引当金繰入額 448

32 法定福利費繰入
   額

130 法定福利費繰入額 130

5 減価償却費 85,126
38 有形固定資産減
   価償却費

85,126 有形固定資産減価償却費 85,126

6 資産減耗費 377
40 固定資産除却費 377 固定資産除却費 377

2 営業外費用 13,651
1 支払利息及び企 11,405
　業債取扱諸費 43 企業債利息 11,355 過疎対策事業債 44

補正予算債 11
簡易水道事業債 11,109
公営企業会計適用債 191

44 借入金利息 50 一時借入金利子 50
2 消費税及び地方 2,246
　消費税 46 消費税及び地方

   消費税
2,246 消費税及び地方消費税 2,246

3 特別損失 200
1 その他特別損失 200

51 その他特別損失 200 その他特別損失 200

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）



収　入

節 金　額
1 資本的収入 78,035

1 他会計出資金 78,035
1 他会計出資金 78,035

1 他会計出資金 78,035 一般会計出資金 78,035

支　出

節 金　額
1 資本的支出 96,514

1 建設改良費 15,838
1 原水費及び浄水 15,838 14 委託料 5,300 世田米簡水増圧ポンプ実施設計業務委託料

  費 18 工事請負費 10,538 合地沢浄水場テレスコープNo.2更新工事

2 企業債償還金 80,676
1 企業債元金償還 80,676
　金 63 簡易水道事業償 80,676 過疎対策事業債 3,009

   還元金 補正予算債 174
簡易水道事業債 72,213
公営企業会計適用債 5,280

資本的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
款 項

款 項 目 予定額
説　　　明

目 予定額

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

　　　明　　　　　細　　　

説　　　明
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